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はじめに 
 

『最後の資本主義』の原題は『Saving 

Capitalism』「資本主義を救う」である。こ

の原題に含まれる意味は次の三つであろう。 

 

1. 資本主義が危ない。 

2. 資本主義（民主的資本主義）は本来良

いものである（暗黙の前提）。 

3. 危なくなった資本主義を救う道はあ

るのか。 

 

1988 年のベルリンの壁崩壊、1991 年 12

月のソヴィエト連邦共産党の解散を受けて

共産主義対資本主義の対立という構図は崩

壊し、資本主義が共産主義に勝利したと考

えられた。中国共産党は存在するが、社会

主義市場経済を標榜する中国の経済システ

ムは、もはや共産主義とは程遠いものであ

ろう。北朝鮮は共産主義国家というより、

独裁専制王朝であろう。共産主義は壊滅し

た。しかし勝利したはずの資本主義社会で

内部問題が続出している。 

 

 

資本主義は生き残れるのか 
 

資本主義は、生き残れるのか。ミラノビ

ッチの『大不平等』（注 1）もこのテーマを取

り上げている。194頁の記述は次の通りだ。

「[不平等は欧米型の民主主義的資本主義

を脅かすのか]という問いに答えるにはこ
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れを二つに分割する必要がある。第一は、

不平等は資本主義を脅かすのか、第二は民

主主義的資本主義を脅かすのか、だ」「第一

の問いに対する答えは尐なくとも中期的に

はノーのようだ。現在は人類史上初めて、

資本主義と呼べるシステム－従来の定義で

は、法律上の自由労働、資本の私的所有、

分散協調、利潤の追求によって構成される

－が優勢となっている」、「世界的なシステ

ムとしての資本主義の覇権は絶大であり、

それに不満なものがいても、各地域や国、

あるいは世界で不平等が拡大しても、提示

するべき具体的な代替案はない」。「だが民

主主義的資本主義は持続可能なのだろうか」

（196 頁）答えは「これはかなり難しい問

題だ」となっている。まず民主主義と資本

主義の2語が組み合わさったことは歴史上

にも多くないとミラノビッチは述べている。

戦前の日本は資本主義であっても民主主義

ではなかった。「（前略）したがってそれほ

ど大きな飛躍をしなくても、資本主義と民

主主義が分離可能だと想像することはでき

る。また不平等がこの分離に大きな役割を

果たすこともあり得る。これは中間層や貧

困層よりはるかに大きい政治上の力を富裕

層に与えることで、すでに実現している」

（『大不平等』196 頁）。これがまさに、ラ

イシュが問題としているところだ。「中間層

が民主主義を守るのは、富裕層と貧困層の

両方の力を制限しておくことに利益がある

から、つまり富裕層からは支配されないよ

うに、貧困層からは自分たちの資産を取り

あげられないようにするためだ。中間層の

人数が多いということは（中略）左右両方

の過激思想を避ける傾向があることを意味

している。こうして中間層によって民主主

義と安定の両方が可能になるのである」

（197 頁）。『大不平等』の 197 頁の次節小

見出しは「中間層の没落」である。中間層

の没落は民主主義の危機をもたらすかもし

れないが、これについては後でまた考察す

ることにして、ライシュの『最後の資本主

義』の「はじめに」（9頁）に立ち戻ろう。 

 

 

米国の中間層が幸せだった頃と最近

の30年 
 

「読者はご記憶だろうか。学校の教師や、

パン職人やセールスマン、技能工が自分一

人の収入で家を買い、車を2台持ち、子育

てをしていた時代を。私はよく覚えている。

1950年代父エド・ライシュは近隣の街の目

抜き通りに店舗を構えていて、工場で働く

男たちの奥さん相手に婦人服を売っていた。

父はそれで私たちが十分暮らせるだけの稼

ぎを得ていた。（中略）1950年代から1960

年代にかけて我が家の経済水準は着実に上

がっていった。（中略）第二次世界大戦から

30 年ほどかけて米国では他のどの国にも

見られないような巨大な中間層が形成され、

米国経済の規模が倍増するのと同じように

平均的労働者の所得も倍増した。ところが

最近の30年を見ると、経済規模が倍増して

いるにもかかわらず、平均的米国人の所得

はどうにも動かなかった」。 

以上を象徴するのが、213頁の図8 景気

拡大期における平均所得の成長率の分布

である。1943年から1953年、1954年から

1957年、1958年から1960年、1961年から

1967年、1970年から1972年、1975年から

1979 年までの各拡大期において上位 10％

と下位 90％の所得の伸び率は常に下位

90％のほうが勝っていた。しかし、伸び率

の差はだんだん縮まり、1982 年から 1990

年、1991 年から 2000 年では逆転し、上位

10％の所得の伸びほうが大きくなり、2001

年から 2007 年の拡大期では上位 10％の所

得が大きく伸びたのに、下位90％の所得の

伸びはわずかであり、2009 年から 2012 年
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の景気拡大期では上位 10％がさらに伸び

たのに対し、下位90％は成長率がマイナス

であった。所得が減っている。つまり1949

年から1979年の30年間は下位90％にとっ

て幸せな期間であり、1982 年から 2012 年

の 30 年間は下位 90％（その中には多くの

中間層が含まれる）にとってあまり幸せで

ない、または不幸せな時期と言えよう。 

 

✐コラム１－トランプ王国を生んだもの 

所得がどうにも動かない、または所得が減

ることがトランプ大統領を生んだのであろ

う。『ルポ トランプ王国』には、より具体的

に輸入により職を失った鉄鋼労働者や、鉄鋼

の輸入によりこれも職を失った石炭炭鉱労働

者の話が出てくるが、問題はラストベルトだ

けではないのかもしれない。金持ちがより豊

かになっても、自分たちの経済水準が着実に

上がっていれば、庶民にも不満はない。しか

し、金持ちだけがより豊かになり、自分たち

の所得は上がらなければ、不満は蓄積する。

共和党はもともと既存支配階級の利益を守る

と考えられている。一般には民主党は労働者

の利益を守ると考えられて来た。ところが、

上位 10％の所得だけが増えた 2009 年から

2012年は、オバマ大統領の政権期である。労

働者の擁護者であるはずの民主党時代でも所

得が減るのであれば、どちらの政党もエスタ

ブリッシュメント擁護で信用できず、共和党

異端のトランプに賭けてみようとする人が多

くなっても不思議はないのかもしれない。 

もう一度『大不平等』に戻ると、201 頁に

次のような記述がある。「中間層の政治的な重

要性がこれからも下がっていくとすれば、現

在の流れを未来に投影するのは難しくない。

それが最も顕著なのが合衆国で、政治的な成

功には、富裕層の個人や企業からの財政的支

援が不可欠のものとなっている。言論の自由

や結社の権利は保護されているし、選挙も自

由だからかたちの上ではまだ民主主義の政治

体制が残っているが、この体制はますます金

権政治に近づいている。マルクス主義の用語

を使えば、これは、たとえ形式的には民主制

であっても[有産階級独裁]だ」。 

 

 

金権政治の実例 

 

『最後の資本主義』には上記を裏付ける

ような具体的な記述が多くある。ライシュ

によれば「自由市場」に政府が介入すると

いう考え方が、そもそも間違いである。「ど

んな市場にも政府による規制と執行が必要

だ。ほとんどの先進民主主義国において、

ルールは立法機関や、行政府、裁判所によ

って作られる。政府は[自由市場]に介入す

るどころか政府が市場を創造するのだ」（5

頁）。つまり立法府や行政府、あるいは裁判

所が富裕層に有利なルールを作れば、非富

裕層はそれだけ不利となる。『大不平等』に

は「アメリカの政治学者のラリー・バーテ

ルズは、アメリカの上院議員が中間層の利

益の 5～6 倍も富裕層の利益に反応するこ

とを発見している。しかも低所得有権者の

見解が上院議員の投票行動に何らかの影響

を与えているという認識可能な証拠はない」

（197頁）と書かれている。 

「もし民主主義が本来あるべき姿で機能

していたならば、選挙で選ばれた政治家も、

官庁の長も判事も、大多数の市民の価値観

におおむね沿うようなルールを策定するは

ずだ。哲学者ジョン・ロールズが示唆する

ように、ルールが公正に選ばれたものであ

れば、それが適用された場合自分自身にど

んな影響が及ぶかを承知していない平均的

市民の考え方が反映されているものだ（注2）。

そうであれば、[自由市場]は大多数の権利

にかなうような結果を生み出すはずなので
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ある」(『最後の資本主義』12頁)。しかし、

選挙で選ばれた議員が選挙資金を提供した

資産家の利益を代表したとしたら、それは

平均的市民の考えを反映したものとはなら

ない。『最後の資本主義』には、ルールが大

企業に有利になっているケースが数多く記

されている。 

 

製薬業界 

例えば製薬業界だ。「アメリカ人は、他の

先進国ほどには処方薬を飲まないにも関わ

らず、一人あたりで、他のいずれの先進国

よりもはるかに多くのカネを医薬品に使っ

ている」（29 頁）。「米国で医薬品の高い理

由の一つは、他国では政府が医薬品の卸売

価格を設定しているのに対し、米国では、

低価格へ導く強力な交渉力を政府が持つこ

とを法律で禁じているからだ」（30頁）。さ

らに「人命を助けるはずの多くの医薬品が、

当初の特許が期限切れになった後も一社の

独占で製造され続けている。その理由の一

つは、特許当局が既存特許に対するさして

重要でない些細な変更をも機械的に登録可

能な新規情報とみなして特許が延長される

からだ」「製薬大手フォレスト・ラボラトリ

ーズは、2014 年アルツハイマー薬[ナメン

ダ]の錠剤の販売を中止し、新しく持続放出

性カプセルを発売すると発表した。単に錠

剤をカプセルにしただけであったが、この

程度の変更であっても特許満了間近であっ

た錠剤をジェネリック版で代替することが

できなくなったのである」(30－31頁）。さ

らに「製薬会社は廉価版の発売を遅らせる

ためにジェネリック薬品メーカーにカネを

払っている」（32頁）。 

 

保険業界 

「保険業界のパワー」という見出しもあ

る（57 頁）「医療保険業界は米国経済のほ

ぼ5分の1を占めており」「医療保険会社も

病院も医療システムもどんどん肥大化して

いた」「1945 年、医療保険業界は議会に独

禁法の適用除外を認めさせ、州の保険長官

の規制を受けるという前提の下、業界が価

格を決定し、市場を割り当て、保険適用範

囲について結託できるようになった。1980

年代までに、保険会社が2,3の全国規模企

業に統合され、州の規制を超える大きな存

在となった」。「統合により、保険業界は一

層ワシントンに対する影響力を強め、また

病院に対して報酬金額の決定におけるより

大きな交渉力を持つようになった。 

これに対抗して病院も巨大病院システム

を目指した。この二つのグループはワシン

トン政界で十分な力を持つようになり、し

たがって法制は、保険会社と病院システム

双方の利益を確実に増やすものとなりそう

だ」（58頁）。 

 

✐コラム２－どうしてオバマケアは失敗

したか 

以上により医療費負担適正化法（いわゆる

オバマケア）が保険料の引き下げには、つな

がらなかった例が『沈みゆく大国アメリカ』

に示されている。例えばジョージア州に住む

53歳の女性の場合、新保険制度によりこれま

で加入していた保険が解約となった。米国の

場合、日本と違い国民皆保険制度となっても、

医療保険は保険会社と自分に合ったものを選

んで契約するようだ。「オバマケアの素晴らし

い点は、保険会社が今までのように、持病を

理由にした加入拒否や、病気になってからの

一方的解約を無効にしたこと、予防医療を含

む保険の必須条件にいれたこと、（中略）そし

て全国民の保険加入義務化だという」（40頁）。

しかも全国民の加入で一人一人の保険料は安

くなるはずだった。 

彼女がこれまで加入していた保険が解約さ

れるのは、オバマケアの条件を満たしていな
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いからだという。その条件は「例えば妊婦健

診、避妊ピル、大腸検査、薬物中毒カウンセ

リング、小児医療‐‐‐」とほとんど彼女が

必要としないものだった。今までと同じ内容

の保険を新しく別の民間保険会社から買う場

合、保険料は倍になるという。実は全米50州

のうち 45 州は、保険市場の 50％以上が一社

か二社の独占だという（46 頁）。結局予算内

に収まるのは毎月の保険料が 600 ドルだが、

その分免責額が 6,000 ドルというものだっ

た。つまり、6,000 ドルまでは自己負担しな

ければならず、それを払うまでは保険は適用

されない。だが一番ショックだったのは、処

方薬が今までのように一回 30 ドルの定額払

いから、種類によって毎回薬代の40％が自己

負担になるというところだった（47 頁）。米

国の薬価は前述のとおり高い。「オバマケアは

既往症や病気を理由にした加入拒否を違法に

したが、多くの保険会社は代わりに、薬を値

段ごとに七つのグループに分け、患者の自己

負担率を定額制から、一定率負担制に変えて

いた」（59頁）。 

 

農業分野 

一般消費者が、企業に対し、交渉力を持

つのは、多くの企業が類似の商品やサービ

スを提供していて、消費者のほうに選択権

がある場合だ。しかし、独占市場の場合は、

消費者には何ら選択権がない。上記の保険

業界もそうかもしれないが顕著なのが農業

分野だ。「バイオ大手モンサントは米国で農

家が植える大豆の9割以上、トウモロコシ

の8割以上の遺伝形質を保有している。そ

の独占的地位は、同社が細心の注意を払っ

て練り上げた戦略によって実現したものだ。

モンサントは遺伝子組み換えを施した種子

と、その種から育つ大豆やトウモロコシは

殺さずに、雑草だけに効く除草剤を特許に

した。（中略）この種子から育つ大豆やトウ

モロコシは自身の種を作らないのだ。（中略）

そのうえ使い切れなかった種子が残った場

合、農家は将来にわたりその種子を使わな

いことを約束させられる」「モンサントは残

っていた小さな種子会社のほとんどを買収

した。15年も経ずして米国の商品穀物農家

の大部分がモンサントの傘下に入ることと

なった。その結果もたらされたのは、生活

費の上昇をはるかに上回る種子の価格上昇

だ」。種子会社の買収、使い残しの種子の使

用禁止は独禁法の対象とならないのか疑念

が持たれるところだが、「あらゆる段階で拡

大した経済支配力に伴い増大した政治力に

よって、モンサントはルールを彼らに都合

よく変更し、それによって新たな経済力を

得た」（『最後の資本主義』45－46頁）。 

 

著作権保護とミッキー・マウス法 

「ミッキー・マウス法のからくり」とい

うタイトルもある。「ウォルト・ディズニー

はミッキー・マウスを1928年に創造したの

で、企業に認められた75年の保護期間を経

て、ミッキーは2003年にはだれでも自由に

使える[パブリック・ドメイン]になるはず

だった。ブルートもグーフィ等も順次そう

なるはずであった。だがそれはディズニ

ー・コーポレーションには莫大な収益減を

もたらすことになる。そこでディズニーは、

著作権をさらに 20 年延長すべく議会に対

し強力なロビー活動を展開した」。成立した

著作権法は、おおむねミッキー・マウスに

関するものだったので、ワシントン政界で

は「ミッキー・マウス保護法」として知ら

れていた（35頁）。 

ライシュはさらに多くの企業有利の例を

挙げているが、この紹介の目的はそのすべ

てをカバーことではないので小見出しのタ

イトルだけ挙げる。「ICT にみる独占」「ウ

ォール街の支配」「独禁法の効用」。 
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金持ちに偏る利益 

 

さらに「金持ちに偏る利益」（120 頁)に

はこうある。「これまで述べてきたように

1980年代の初めから、大企業とその重役た

ち、ウォール街の金融機関や富裕層の人々

は市場の機能や役割に対し不相応なまでに

強い影響力を行使してきた。その結果、資

本主義に不可欠なさまざまな要素が資本を

有する者たち、（企業とその株主と重役たち、

ウォール街のトレーダーやヘッジファンド

マネジャー、プライベイトエクィティ・マ

ネジャー）に有利に働き、平均的な労働者

には不利に働くようになった。このことは、

賃金の中位値が下落している中で、なぜ株

価が上昇しているかという疑問への答えを

示唆している。（中略）1994年から2014年

にかけての上昇相場で（中略）米国のお金

持ちは驚くほどの利益を手にした。2010年

までに上位 1％層が自分の年金プランを通

じて直接間接に保有した米国の株式は

35％に上る。上位10％層でみると保有率は

80％以上に及ぶ。下位90％が保有している

株式はたった19.2％である」（120－121頁）。 

 

 

判事も選挙で選ばれる 

 

選挙によって選ばれる議員が、資金提供

者にとって有利な法律に賛成するのは不思

議でないかもしれない。しかし、裁判官も

選挙で選ばれているとしたらどうだろう。

「州の判事や検事総長の大部分が選挙で選

ばれていることにも触れなければならない」

（103頁）。「国全体でみると州判事の87％

は選挙で選ばれている」「元最高裁判事のサ

ンドラ・オコーナーいわく[判事を選挙で選

ぶ国など他にない。なぜなら、それでは公

正で公平な判事など選べないことがわかっ

ているからだ]」「2013年のエモリー大学法

学部のジョアンナ・シェパード教授の研究

によると、判事は企業側からもらう金額が

多いほど、企業に有利な判決を出す傾向が

あるという」(104頁)。 

 

 

CEO の報酬はどうしてそんなに大き

くなったか 
 

上位 10％の所得が大きく伸びた理由の

一つとしてCEO報酬の増加を無視すること

はできないだろう。「過去30年で大企業の

CEO の報酬がうなぎ上りに増加した事実

（1965 年の CEO 報酬は平均賃金の 20 倍、

1978年は30倍、1995年は123倍、2013年

は296倍、そして今は300倍以上である）」

と述べられている。結果として「CEO の報

酬は 1978 年から 2013 年の間に 937％上昇

したが、同時期の労働者の賃金上昇はわず

かに10.2％であった」(127頁)。筆者は日

本の中小企業の社長を務めたが、年収は平

均的従業員のせいぜい5倍くらいではなか

ったかと思う。 

「1992年を例にとると、米国で最も最も

高かった上位500人の企業役員の平均報酬

総額は890万ドル（2012年米ドル換算）で

あった。これらの報酬の大部分はストッ

ク・オプションを行使したことや株式報酬

によってもたらされた[値上がり益]であっ

た。(中略)あれから20年を経て、平均報酬

総額は値上がり益を含み 3030 万ドルに膨

れ上がった」「最も報酬の高い役員上位 5

人の、その企業の法人所得に占める割合は、

1993年には平均5％であったが、2013年に

は 15％を上回る水準となった。（中略）さ

らにこれらの報酬のほとんどは法人所得税

から控除されていたため、残る普通の人々

が所得の割に高い税金を払い、税収の穴埋

めをしてきたわけである」（128頁）。「2013

年オーストラリアのCEOの報酬は平均的労
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働者の70倍程度だった」（129頁）。 

 

 

ストック・オプションのからくり 

 

「なぜ近年になってCEOの報酬が高騰し

たのかを理解するには、1990 年半ば以降、

CEO 報酬に占める自社株の割合が大きくな

っている事実を知る必要がある。取締役会

は、CEO や役員に対するストック・オプシ

ョンやストック・アワードをせっせと増や

してきた。株価が下がった時は、取締役会

が直ちに追加のストック・オプションやス

トック・アワード提供して損失分を補てん

する。逆に株価が上昇すればCEOは莫大な

値上がり益を獲得できるのである」（131－

132 頁）。ストック・オプションやストッ

ク・アワードはもともと自社の業績を向上

させるためのインセンティブをCEOに与え

るためのものと考えられてきた。自社の業

績が上がれば、株価も上昇する。特に米国

では企業は株主の所有物とする考え方が強

い。したがって株価を上昇させ株主の利益

を図ったCEOはその功績に報いるというも

のである。しかし、この考え方にも問題が

ある。その一つは、短期利益のみが重視さ

れることである。もう一つは、CEO の努力

と関係なく株価が上がった場合である。た

とえば、バブルで株式は上昇する。しかし、

第3の要素がある。もし企業或いはCEOが

株価を操作していたら、である。「企業は株

価を押し上げるため、収益や借入金を使っ

て自社の株式を買い戻す。これにより、市

場で一般に流通している自社株の数を減ら

して株価を上昇させているのである」「2001

年から 2013 年にかけて、S&P500 インデッ

クスに採用されている企業による自社株の

買い戻し額はおよそ 3.6 兆ドルに上った」

（132頁）。さらに「企業は取締役会が自社

株を買い戻すことや買い戻し金額を承認し

た場合には、そのことを情報公開しなけれ

ばならないが、買い戻し時期については公

表の義務はない」そこでCEOはインサイダ

ー情報を自分有利に使用できることになる。

しかし、これはインサイダー取引として規

制される恐れがある。ところが「1982年ロ

ナルド・レーガンに任命されたジョン・シ

ャド SEC 委員長は[企業に買戻し規模の公

表を義務付けるとともに、任意の1日に時

価総額の 15％以上の買戻しを禁止する]規

定を撤廃した。それ以来CEOは自社の株価

を釣り上げる方策として買い戻すことがで

きるようになった。1991年 SECは企業の役

員が、情報公開なしにストック・オプショ

ンを行使し、現金化してもよいことにした

のだ」(133 頁)。これによりストック・オ

プションはますます魅力的なものとなった。 

 

 

どうして労働階級の所得は伸びない

のか 

 

さて、こうした金持ち階級がより豊かに

なるのに反比例して労働階級は、所得が伸

びていない。「2013 年の中間層の世帯収入

は1998年よりも尐ないし、全世帯の平均収

入は2007年より8％も減尐した。労働者の

時給も似たようなものだ。2014年 9月の労

働者の平均時給は20.67ドルで、物価調整

をするとこの金額は 1979 年の労働者の購

買力とほぼ同じ水準で、1973年 1月期より

も低い」「通説では、こうした賃金や収入の

U ターン現象は[市場力学]のせいで起こっ

たといわれる。特にグローバル化と技術革

新が労働者の競争力を削いでしまったとい

うのだ。米国の労働者の仕事は非常に安い

賃金でメキシコ次いでアジアの労働者に外

部委託されるか、あるいは国内にとどまっ

たとしてもオートメ化やコンピュータが廉

価に代替してしまった。いずれのケースも
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米国の労働者はかつての好待遇のゆえに、

自らを労働需要から押し出してしまったの

だ。だからもし本当に仕事がほしいならば、

低賃金と不安定な雇用環境を受け入れるし

かない」但しライシュは「この解釈は実際

に起こった事象と関連あるものの、これで

は説明つかないことも多い」としている。

なぜなら「なぜこのような変化が短い年数

の間に突然起こったのか、あるいはなぜ同

じような市場力学にさらされた他の先進国

(例えばドイツ)では、そのプレッシャーに

屈しなかったのか、また2007年に始まった

大不況後の景気回復期の6年間に、なぜ下

位 90％の所得が下落したのかについて説

明できない」からだ (153頁)。 

 

経営思想の変化 

かつてバーリーとミーンズが唱えた企業

統治のあり方は第二次世界大戦が終わるこ

ろには広く受け入れられるようになってい

た。スタンダード・オイル・オブ・ニュー

ジャージー会長のフランク・エイブラハム

が1951年に行った演説では「経営の仕事と

は、企業経営で直接影響を受ける様々な団

体‐‐‐株主、従業員、顧客、そして一般

社会の要求に対して公正な態度で調整して

いくことである」（後略）であった（156頁）。

しかし、1970年代後半から、80年代前半に

なると会社の保有に関して全く異なる見解

が出現した。敵対的買収を仕掛ける乗っ取

り屋は株主こそが、正当な企業の所有者で

あり、企業の果たすべき唯一の目的は株主

利益を最大化することだとみなしていた

（158頁）。CEOは自社が乗っ取りの標的に

さらされないため、株価を上げることが自

らの主要な役割だと考えるようになった。

「この新しい哲学に沿って手っ取り早く、

業績を上げる方法はコスト削減だ。特に、

ほとんどの企業において最大の支出項目で

ある人件費の削減である」（160頁）。「1979

年以降米国の生産性は65％上昇したが、労

働者の平均報酬の上昇はたった 8％であっ

た」（161頁）。 

 

労働者の交渉権が減退した理由 

「労働者は、現在の職を失うことを恐れ

て低賃金を受け入れ、自ら賃金を押し下げ

てしまった。雇用不安が拡大した一因は米

国企業に海外へのアウトソーシングを促し

た貿易協定にある」（162頁）。「失業率が高

いことも労働者が低賃金を受け入れざるを

得ない一因だ」（163頁）。「ニューディール

政策や、第二次世界大戦後の公共政策は、

厳格な雇用契約、社会保険制度、労災補償、

週 48 時間労働と、時間外労働に対する 5

割増賃金、企業が提供する医療給付などを

通じて、リスクのほとんどを大企業に負わ

せていた。大企業の大多数の従業員は生涯

そこに務め、給料は年功や生産性や生活水

準、業績の向上に伴って着実に上昇してい

った。しかし、1980年代にジャンク債と企

業買収への熱狂が高まると、このような雇

用関係は崩壊してしまった」「米国では 5

人に一人が非正規雇用である」（164頁）。 

 

労働組合の弱体化 

「中間層の力が弱くなっていることを示

す第三の要因が労働組合の崩壊だ」（166

頁）。「現在民間企業の従業員で組合に加盟

している人は7％にも満たない」（167頁）。

一方過去においては「1950年代までに米国

の民間部門で全従業員のおよそ3分の1が

労働組合に加入していて、平均賃金が生産

性の伸びと並行して上昇した」（169頁）と

いう状況があった。「1970 年代に入ると、

組合員数は減尐し始め、組合の経済力や政

治力も弱まっていった」「減退の理由は、労

働に代わる技術とグローバル化、さらには

企業の使命が株主利益の最大化に移行した

ことである」（169頁）。「多くの企業が、自

146



ＬＥＣ会計大学院紀要 第 15 号 

書籍紹介『最後の資本主義』 

社施設を[労働権州]を持つ州に移転させた

り、移転させると脅かした。同法では組合

加入や組合費の支払いを雇用の条件としな

いことが認められていたため、非組合員を

雇用することができたからである」(170

頁)。 

「地方に住んで、小売業やレストラン、

施設管理、ホテル業、高齢者や児童の介護・

養護事業、病院、運輸など小規模なサービ

ス業に従事する労働者たちは、それぞれの

業界大手との競争に直面していた。地元経

済で働く人々が従事する仕事は、海外に業

務委託できないし自動化にも適していない

ため、職を失う危険は尐なかった。実際、

地元経済におけるサービス業雇用者数は増

え続けている。だが問題はこれらの職種の

賃金が非常に低い水準にあるということで

ある。(中略) 由々しいことに彼らのほと

んどは労働組合に加入していない」(171

頁)。「こうして民間部門の組合員数は下げ

止まらない状態となり、これと並行して総

所得に占める中間層の割合も減尐していっ

たのである」(173頁)。 

 

「どうして労働階級の所得は伸びないのか」

総括 

「現代の労働者が、戦後30年間にわたり

獲得できた米国利益の分け前を、当時のよ

うに要求するだけの交渉力を徐々に失って

しまったことが問題の本質である」「このこ

との帰結を[自由市場]における非人間的労

働のせいにしてしまっては、1980 年以降、

市場を誰がどのように再編したのかという

問題を見逃してしまう。それでは、カネま

みれの利権によって経済的利益の取り分を

次第に拡大していった資本家の力を看過す

ることになるし、彼らの経済的利益が徐々

に蓄積され、それがさらなる蓄積力を強め

ることを容認することにもなりかねない」

(173 頁)。この本でライシュが言いたいこ

とを一口でまとめるとすれば、以上になる

だろう。 

 

 

中間層の転落、ワーキング・プアの

台頭（注3）、働かない金持ちの増加 

 

「より多くの富が高所得層に向かうと、

中間層は購買力を失ってしまい、かつての、

あるいは最近では 2000 年代初頭のような

経済成長を達成することはできない。賃金

が横ばい、あるいは減尐する中、なんとか

消費を維持しようとあらゆる手立てを尽く

した挙句、（1970年代、1980年代には妻や

母親が働きに出、1990年代は誰もが長時間

労働に耐え、2008年を超えるころには深刻

な借金漬けに陥った）中間層はすっかり疲

弊してしまい、全体の消費をこれ以上増や

すことはできなくなった」「さらに所得階層

の梯子が伸び、その中段が失われてしまう

と、なおさら上へ登ろうとする気力はそが

れてしまう」（182頁）。 

中間層の転落と裏腹の関係にあるのがワ

ーキング・プアの増加だろう。「つい最近ま

では貧困問題と言えば、子供を持つ未亡人、

高齢者、障害のある人や重い病を抱える人

や失業中の人など、仕事がない人々の問題

であった。そういう人々を救うために公的

セーフティネットや民間の慈善団体が作ら

れたが、フルタイムで働く正社員が困窮す

ることはまれなことだった。なぜなら、経

済が中間層の仕事を大量に生み出し、人々

に満足のいく給料とそれに伴う安定が確保

されていたからだ。だがもはやそのような

状況は存在しない」。貧困層は、働きたくな

いのだという考えを持っている人もいる。

しかし、「米国の貧困層は週40時間以上働

くことも多く、中には二つ三つ仕事を掛け

持ちしている人もいる」「米国でワーキン

グ・プアの存在感が増してきた理由は複数
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ある。一つ目は所得最下位の賃金が下がり

続けていることだ。2012年までにワーキン

グ・プアと言われる人々は4,700万人まで

増加した。全労働者の4分の1が、フルタ

イムで継続雇用されている人が一家4人を

扶養するに必要とする収入に満たない給料

の職に就いている」（174－175 頁）。「景気

の低迷時には、経営者たちは利益を求めて、

人件費を削減し、外注を増やしたり、オー

トメーション化で代替させたり、従業員に

賃下げを強いる。こうした経過の中で、多

くの中間層が、給与水準の低い地方のサー

ビス業へと押しやられたのだ」（176頁）。 

「ワーキング・プアが急増する一方で、

働かないお金持ちも増えている」「働かない

お金持ちの中でも、全く働いたことのない

人々の割合が増加している。そういう人々

は富を相続によって得る」「米国の実力主義

の象徴である[たたき上げで成功する]男性

や女性は姿を消しつつある」[最も裕福な米

国人上位10人のうち6人が莫大な遺産を相

続した人たちだ」(188 頁)。もし、相続税

が高ければ、莫大な遺産を相続しても、富

裕であり続けられないことも考えられる。

しかし、「家族信託の期間は最長90年であ

ったが、レーガン政権下の法改正で多くの

州がこれを無期限にした。このいわゆる[王

族信託]によって、超富裕一族は相続資金や

不動産をほとんど非課税で後継者にゆだね

ることができ、それも何世代にわたって可

能になった」(190頁)。 

前述した『大不平等』の「中間層の没落」

の記述は以下の通りだ。「中間層の没落は合

衆国に限ったことではない。しかし、不平

等を扱うほかの指標でみても、合衆国での

変化は欧米のどこよりも劇的だし、研究の

データもどこよりも豊富だ。（中略）図4－

8 は欧米の民主主義国のいくつかで、1980

年代の初めからから 2010 年にかけて中間

層のシェアが下がっていることを示してい

る。ここに挙げた国のすべてで中間層の割

合が 35 年前より今のほうが低くなってい

る。グラフを見ると（中略）北ヨーロッパ

（ドイツ、オランダ、スゥェーデン）では

下降幅が小さく、合衆国とイギリスでは大

きい。（中略）またこのグラフからは、合衆

国が自国を中間層社会と考える一方で、実

際の中間層の割合は 1980 年代はじめです

ら、北ヨーロッパよりずっと小さかったこ

とがわかる」。1980 年代初めの中間層の割

合は、スゥェーデン47％、オランダ45％、

ドイツ40％程度に対し、アメリカは32％程

度である。「中間層の経済力の低下は、製造

業者から見れば、中間層が消費する商品と

サービスの重要性が大きく下がっているこ

とを意味している」（198頁）。 

 

 

歴史は繰り返すのか 

 

「過去100年間の米国の富の集中度を見

ると、1928 年と 2007 年に頂点に達してい

るが、それは偶然の一致ではない。いずれ

も上位1％が全体の富の23％以上をかき集

めた」（210頁）。「本書を執筆している2015

年（中略）最富裕の400人が所有する富が

下位50％の富の合計を上回り、上位1％が

米国の個人資産の 42％を所有している」

（212頁）。 

『大不平等』の図2－10では米国のジニ

係数（注 4）が 1860 年のピークから下降し、

次のピーク1933年で上昇するが、それから

から下降を続け、その後1979年あたりから、

じりじり上がって、2013年に向かって上昇

している（75 頁）。いずれにせよピークが

あるということは、それより低い（格差が

尐ない、または富の集中度が低い時期があ

ったことを示している。「大恐慌後アメリカ

の不平等は、第二次世界大戦まで着実に縮

小していった。不平等はジニ係数約35とい
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う歴史的な低さにとどまり続け 1979 年に

底を打った。その後は着実に上昇を続け21

世紀が 10 年目に入るころにはジニ係数は

40を超えている」。「過去100年の変化に通

底する、政治的経済的要素、ニューディー

ル政策、強力な労働組合、高い税率（二つ

の世界大戦の費用を賄うため押し上げられ

たもの）から、グローバリゼーション、減

税、そして労働組合の交渉力低下といった

近年の力へ―についてはよく知られたこと

なので、ここで繰り返す必要はないだろう」

（『大不平等』74－75頁）。もし、富の集中

や、経済格差が耐え難いものであるときは、

政府の政策、税制、あるいは労働組合の交

渉力の強化といった手段によって、これを

解消することができるのではないか。事実、

ライシュによれば、「米国はこれまでも同じ

ような疑問（問題）に直面してきた。技術

が大きく変化する時代においては、労働者

が居場所を失い、社会制度が不安定化し、

景気が好況と不況の間を小刻みに循環する

ことが多い。個人資産家は巨額の報酬を手

にし、金融エリートは足場を固め、経済力

と政治力が過度に一部に集中する。新しい

技術によって人々が幅広く享受できる可能

性があるにしても、その時代を支配する政

治経済システムによってそれが達成される

ことはない。頂点に立つ人々が政治に対す

る支配力を拡大するからだ。当然のことな

がら、数多くの人々がゲームはいかさまだ

と感じる。結局は、そうした不安や失望が、

繁栄をさらに多くの人々に広げるための改

革に火をつける」（207頁）。ということで、

1830 年代のジャクソン大統領および彼の

支持者たちは、ジャクソニアン改革で、単

にエリート層だけを利する資本主義ではな

く、多くの普通の人々の状況を改善する資

本主義を求めた。同じような問題は、第二

次産業業革命によっても惹起された。そし

て一般市民の憤激が、最初の累進課税を誕

生させた。セオドア・ルーズベルト大統領

は、政府の力でトラストを解体させた。企

業による政治献金を禁止し、政治献金者の

情報公開を義務付けた。1920年代にも、消

費財の大量生産によるイノベーションの時

代が到来した。この時も所得と富が過度に

集中するようになり、1929年のニューヨー

ク株式大暴落、経済危機に続いてニューデ

ィール政策による改革が始まった。同じよ

うな展開は1970年代後半にも見られる。コ

ンテナ船、衛星通信、新素材、コンピュー

タ、デジタル技術、インターネットという

イノベーションが新たな経済を生み出した。

そして、巨額の富が、比較的尐数の大企業、

個人及びふたたび活気を取り戻したウォー

ル街に集中した。それでも米国の中間層は

購買力を維持するために様々な方法を用い

たが、2007年後半には、負債が可処分所得

の 135％に達し、これらの方法は持続可能

でなくなった。そして1929年に似て、2008

年に債務バブルがはじけた（207－210頁）。

つまり、新しい技術や経済状況が生まれる

ときには、富の集中が起きるという歴史は

繰り返している。そうした富の集中が起き

た時には、ジャクソン大統領や、セオドア・

ルーズベルト、フランクリン・ルーズベル

ト両大統領による政治改革が起こった。そ

の後、第二次世界大戦があり、格差は縮小

した（戦時には高所得層や企業、富裕層へ

の課税が容易になる）。戦後の米国一人繁栄

時代には、中間層も十分潤ったが、1979年

以来再び格差が拡大した。それに対する変

革があったとすればトランプ大統領の誕生

であろう。しかし、トランプが、富の集中

を縮小できるとは考えられない。民衆の憤

激（存在するとすれば）は再び新たな政治

経済改革を生み、改革の歴史も繰り返され

るのであろうか。現在までのところその兆

候は見られていないようである。 
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拮抗勢力を作る 

 

資金力を有する者が政治経済を壟断する

ならば、資金力を持たないものは持てる者

に対抗する力を持てばよい。なぜなら、数

からいえば、資金力を持たない人々のほう

が圧倒的に多いからだ。資本主義が、資本

家は設備を作り、労働者は労働を提供して

製品を作り利潤を求めるものだとすれば、

得られた利益を資本家と労働者の間でどう

配分するかという問題が起きる。資本家と

労働者のどちらの力が強いかという問題だ。

もう一つの対抗軸は企業対消費者だ。たと

え労働者は団結できても、消費者は不特定

多数であり団結して交渉することは困難で

ある。しかし、消費者は選挙という手段を

通じ、自分たちに有利な法制を作る議員を

選出するという間接手段を有する（不買同

盟という手段もあるが独占製品については

有効性が低い）。 

 

「第三の党」の可能性 

それでは、どうやって自分たちに有利な

政治を作り出すのか。「今後数年のうちに、

米国政治を二分する境界線が、[民主党か共

和党か]から[反体制派か体制支持派か]へ

とシフトする可能性が高い」(246頁)。「米

国の2大政党のいずれか、または両方が既

存の政治的・経済的権力の中心勢力と袂を

分かたない限り、両政党内で不満を持つ反

体制派を統合し、力を失いつつある90％の

アメリカ人に政治的発言力を与える新たな

政党という形で新しい拮抗勢力が生じる可

能性がある」（247頁）。「ギャロップによる

と2014年 9月の調査では、二大政党が自分

たちを十分に代表していると考えるアメリ

カ人はわずか35％で、58％のアメリカ人が、

第三の党が必要だと答えている」「しかし、

第三の政党を望む声が公然と存在していて

も、その政党が米国政治で大きな勢力にな

るとは限らない。米国の政治システムは二

大政党以外の強力な政党が形成されにくい

仕組みになっている」(248 頁)。これまで

二大政党は、（問題があれば）適応能力を発

揮してきた。「（これまでの事例では）二大

政党のいずれか、または両方が、その時代

の考え方やニーズの変化に順応した。それ

なりの力を持った第三の政党が生まれるの

は、民主党と共和党の両方が大企業とウォ

ール街に依存するあまり、時代の岐路にあ

る大多数の人々の考え方やニーズに対応で

きないという場合に限られるだろう。だが

米国で再び拮抗勢力が形成されるなら、そ

れが二大政党のいずれかが順応することで

実現しようと、もしくは、新たな第三の政

党の出現によって実現しようとかまわな

い」。この論調から行くとライシュは二大政

党のいずれかの変革に期待しているのでは

ないかと思われる。なぜなら「彼らにとっ

ては急成長する経済からの自分たちの取り

分を尐なくしても、一般国民がより多くの

取り分を得るほうが好都合のはずであり、

また国民が自分たちの声が届いていると感

じるような包括性のある社会のほうが安全

なはずだ」（250頁）と書かれているからだ。 

 

労働組合の抵抗力 

ライシュが「はじめに」に書いたように、

1950 年代からの 30 年間は、労働組合の交

渉力は強く、中間階級の所得は増加し、そ

の購買力に頼っていたライシュの父親の店

も繁盛する平和な時代だった。しかし、現

代の労働者は、戦後30年間にわたり獲得で

きた米国利益の分け前を、当時のように要

求するだけの交渉力を徐々に失ってしまっ

た。戦後30年と、現在に至る30年間を比

較すると、最も大きな変化はグローバリゼ

ーションと技術の進化、なかんずくインタ

ーネットの発達である。グローバリゼーシ

ョンで最も大きな影響を受けるのは「ルー

150



ＬＥＣ会計大学院紀要 第 15 号 

書籍紹介『最後の資本主義』 

ティン・プロダクション・サービス」に従

事する人たちだ。はるかに低賃金で同じ仕

事に就くことを熱望する途上国の労働者に

とって代わられる（268 頁）。「最も広い意

味で考えた場合、グローバリゼーションに

は、生産、商品、技術、アイディアといっ

た各要素の切れ目のない移動が含意されて

いる。しかし、これは、資本や商品の輸出

入には当てはまっているが労働については

そうではない」（『大不平等』145－146頁）。

しかし、先進国は商品を輸入する、前述の

ように、生産を外部委託する、また資本の

移動が自由であれば適地で生産を行うとい

った形でいくらでも自国の労働を置き換え

ることができる。労働組合の交渉力低下は

免れようがない。またインターネットは、

多くの雇用を奪ってしまった。「さらに、デ

ジタル技術が巨大なネットワークの効果と

結びついた結果として、顧客数に対する従

業員の割合が、きわめて低くなる状況がこ

れだけすぐに訪れるとは予想していなかっ

た。2012年に人気の写真共有サイトのイン

スタグラムが約 10 億ドルでフェイスブッ

クに売却されたとき、ユーザー数が300万

人だったのに対して従業員は13人だった。

その数か月前に破産申請したコダックとは

対照的だ。コダックは最盛時に 14 万 5000

人の従業員を抱えていた」（『最後の資本主

義』271 頁）。オートメーションも進んだ。

鉄道の改札口に切符切りというものがあっ

た時代をご存じない方も多いのではないか。

労働組合加入者の減尐も、加入のメリット

がなくなったからであろう。 

 

 

税制は何もできないのか 
 

富裕階級の所得が増え、企業が利益を上

げ、国民の大多数の所得が増えないのであ

れば、一番簡単な是正法は、所得税の累進

率を上げ、法人税率を高くして、税収を多

くし、それを国民に還元することであろう。 

日本の税率を見ると、累進課税制度の最

高税率は 1983 年までは 8,000 万円超は

75％であった。現在は1,800万円超40％と

なっている。法人税率は 1984 年 43.3％、

1990年 37.5％、1999年以降30.0％である

（インターネット 累進課税の最高税率。

法人税率の推移 17.12.05 閲覧）。安倍首

相はさらなる法人税の減税を企図し、トラ

ンプ大統領は法人税の大幅減税を実行した。

これをもとの高税率に戻すことは可能であ

ろうか。「20 世紀に不平等を縮小したのと

同じメカニズム―課税強化と社会移転、ハ

イパーインフレーション、資産の国有化、

そして戦争」（『大不平等』221頁）」が起き

るかどうかが問題となるが、尐なくともア

メリカや日本で資産の国有化が大規模に起

きることは考えられない。ハイパーインフ

レーションは戦争に付随することが多いが、

戦争を望む人はほとんどいないだろう。そ

れでは課税の強化と社会移転はどうかとい

うと、「グローバリゼーションによって不平

等の最大要因（具体的には資本所得）への

課税強化が非常に難しくなっている」「そう

した課税は大半の国による完全な協調行動

がない限りまず不可能なのだが、それは現

時点では、はるか彼方にも見えておらず、

まず実現しそうにもない」（注 5）。「簡単に言

えば、資本への課税が難しいのは可動性が

非常に高いからだが、そこから利益を得て

いる国にはそれを失うことに手を貸す動機

がなにもない」「さらには高所得の労働も国

から国へと容易に移動できるため課税が難

しくなりつつある。トップエクゼクティブ

が、ロンドンやニューヨークでなくシンガ

ポールや香港で仕事をしてはいけないとい

う明確な理由はない」（『大不平等』221頁）

ということで課税強化は難しそうである。

なお、法人税強化は、法人税の高い国はそ
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れだけ投資魅力が減退するということで現

在は法人税率の引き下げ競争時代のようで

ある。ニューヨークや東京でなく、本社を

シンガポールにおいてもこのインターネッ

ト発達時代においてはさしたる不便もなか

ろう。現にスターバックスはオランダに本

社を置くことで課税を免れているとして問

題になっている、「課税や移転の前段階での

介入が 21 世紀のアプローチとしてはずっ

と有望だ」（222頁）とミラノビッチが述べ

ており、ライシュも同意見のようである。

但し、ミラノビッチは「合衆国では、予見

可能な未来において不平等が高い水準で維

持されると思われる。これを相殺する政策

―教育のさらなる拡大や最低賃金の引上げ、

今以上に寛大な福祉手当―を推進する力は、

不平等の拡大に有利なほとんど根源的と思

える力に比べれば、弱弱しく感じられる」

（193頁）と述べている。 

 

 

何ができるのか 

 

「拮抗勢力は、すでに見てきたような市

場のルールに組み込まれている、所得や富

が下位層から、上位層へ向かう[事前配分]

を終わらせようとするはずだ。例えば、多

くの先進国のように特許や著作権の保護期

間を短縮し、[遅延料契約]取引（製薬会社

がジェネリック薬品メーカーにカネを払っ

て発売を遅らせる）を禁止する。（中略）独

占禁止法も当初の目的を取り戻せば、市場

効率を高めて、消費者の利益を最大化する

だけでなく、強力な経済的権力による政治

的な影響を減らすことができるだろう。独

禁法でケーブル会社の独占を解消し、現在

クレジット業界にみられるような寡占を防

ぎ、巨大な病院チェーンの規模を抑制し、

大手ハイテク企業が、ネットワークや標準

プラットフォームに及ぼす市場支配力を制

限することができるはずだ。企業は食物連

鎖にみられる主要な遺伝子組み換え技術に

関する特許を認められなくなる。保険会社

は独禁法の適用除外ではなくなり、固定価

格や市場の割り当て、契約条件を巡って結

託できなくなる。同時に巨大な金融機関の

規模も制限され、国全体の資産の 5％以上

を保有したり、商品の価格に影響を及ぼし

たり、新規株式公開で支配的役割を果たし

たりする金融機関はなくなっていく。又グ

ラス・スティーガル法（注6）が復活し投資銀

行が行う株式やデリバティブへの投機は、

商業銀行が行う、堅実で安定した貸し出し

から切り離される。1933 年から 1999 年ま

でのルールに戻すことだ」（『最後の資本主

義』253－254 頁）。あらゆるインサイダー

取引が禁止されれば、ストック・オプショ

ンで巨利を得ることができなくなる（1991

年以前のルールに戻る）。その他CEOの報酬

の制限、企業破産時の労働者の債権優遇、

学生ローンや住宅ローンの返済不能時にお

ける貸し手との交渉の立場強化などが述べ

られている（255 頁）。「最低賃金は賃金の

中位値の半額まで引き上げられ、それ以降

はインフレ調整によって定められるように

なるだろう。小売りチェーンや、ファース

トフード・チェーン、ホテル、病院などの

賃金水準の低い産業に従事する労働者は信

任投票によって、労働組合を結成すること

が可能になり、賃金や手当に関する交渉で

は今までより強い発言力を得る」（255頁）。

「国際貿易協定に関しては今よりは公正な

アプローチをとり、米国企業の知的財産や

米国の銀行の金融資産を保護するだけでな

く、危険にさらされるアメリカ人労働者の

雇用を保護することを目指す（以下略）」

（255頁）。最後に「貧しい学区の生徒が受

ける一人あたりの財政支援が、富裕な学区

の生徒よりも尐ないという状態はもはや許

されない」（256頁）と述べられている（注7）。 
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税制に関しては、一種の変動性法人税率

を提案している。「一つの可能性としては、

法人税率を決める際に、その企業の平均的

労働者の賃金に対するCEOの報酬の比率と

連動させる方法が挙げられる。この比率が

低い企業には低い法人税を、比率が高い企

業には高い法人税を適用するということだ」

（258 頁）。「これに似たアイディアをブル

ッキングス研究所のウィリアム・ガルスト

ンが提案している。米国の年間の生産性向

上に合わせて労働者の賃金を引き上げる経

営者には低い税率を課し、賃金を引き上げ

ない経営者には高い税率を課すという方法

だ」（259頁）。 

上記は、ライシュの政策提案あるいは希

望ともいうべきもので、それらが実現する

には、第3の政党の出現が必要であろうが、

「有産階級独裁」には、大部分のアメリカ

人が反対とすれば、全く可能性がないわけ

でもあるまい。 

 

✐コラム3－資本主義の終焉 

ライシュは、民主的資本主義を救うことは、

種々市場ルールの修正（主として以前の法律

への復帰）によって可能だとしているものと

考えられる。ミラノビッチは尐なくとも中期

的には資本主義にたいし、提示するべき具体

的な代替案はないとしている。 

これに対し資本主義はもう賞味期限が過ぎ

た、とするのが水野和夫の『資本主義の終焉

と歴史の危機』である。「資本主義の死期が近

づいているのではないか。（中略）端的に言う

ならば、もはや地球上のどこにもフロンティ

アがのこされていないからです」（3 頁）。資

本主義が終わりに近づいていることは長期金

利の低下に表れている。長期金利は資本利潤

率とほぼ同じである。「利潤率が極端に低いと

いうことは、すでに資本主義が資本主義とし

て機能していないという兆候です」（6頁）。「現

在地理的な市場拡大は最終局面に入っている

といっていいでしょう。もう地理的なフロン

ティアは残っていません」（3頁）。「もはや利

潤を上げることのできないところで無理やり

利潤を上げようとすれば、そのしわ寄せは格

差や貧困という形で弱者に集中します。（中

略）現代の弱者は圧倒的多数の中間層の没落

という形となって表れるのです」（12頁）。国

債利回りの低下に先鞭をつけたのが日本で、

1997年に2.0％を下回った。1997年までの歴

史の中で最も国債利率が低かったのは 17 世

紀初頭のイタリアのジェノヴァで金利 2％を

下回る時代が 11 年間続いた。16 世紀のイタ

リアでは山の上までブドウ畑が作られてい

て、ワインを利潤源にするにはもう開拓の余

地がなかった、利潤を生みだす投資先がもう

なかったと記されている（15－17 頁）。しか

し、ヨーロッパ全体から見れば、アメリカ大

陸や、インド大陸という開発すべきフロンテ

ィアが残っていたのは周知のとおりである。

ところが現在もうフロンティアは残っていな

い。「つまり既存の[地理的物的空間]（＝実物

経済）では先進国は高い利潤を得ることがで

きなくなった」「アメリカは、別の空間を生み

出すことで資本主義の延命を図ります。すな

わち[電子・金融空間]に利潤のチャンスを見

つけ[金融帝国]化していくという道でした」

（25－26 頁）。「先進国の量的緩和は[電子・

金融空間]を無限に拡張するための手段と考

えることができます」「量的緩和は[電子・金

融空間を自壊寸前まで膨張させるものであ

り、緩和を縮小すればバブルが崩壊します」

(62頁)。「今から20年後、あるいはもう尐し

後に新しい政治経済システムが立ち上がって

来るかもしれないというおおよその予測は成

り立つのです」(80頁)。 
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ベーシック・インカムの提案 

 

「拮抗勢力が存在すれば、この傾向（上

位層が重すぎて持続不可能な資本主義）を

反転させるだけでなく、私が提案した市場

ルールの変更によって、得られる利益を活

用し、すべての国民に経済成長の分け前を

保証することができる。単刀直入に言えば、

すべてのアメリカ人が、18歳に達した最初

の月から毎月、経済的に独立して、自活で

きるだけの基礎的な最低限の所得（ベーシ

ック・インカム）を支給することだ（注 8）。

こういうと急進的に聞こえるかもしれない

が、実はそうでもない。保守派の経済学者

フリードリッヒ・ハイエクは1979年にこう

した仕組みを提案した」（『最後の資本主義』

281 頁）。「リバタリアンを自称する多くの

人々は、政府が、生活保護などの形で貧困

層に所得を移転し、給付の用途を特定する

などして、彼らを卑しめたり、不名誉なレ

ッテルをはったりする必要がなくなるとい

う理由から、ベーシック・インカムを支持

している、ベーシック・インカムがあれば、

企業の雇用主に対する労働者の依存が弱ま

るため、労働者が報復を恐れることなく自

由に意見を述べることができるようになる」

（282頁）。 

ライシュは、このほかにもベーシック・

インカムの利点を種々述べているが、筆者

もベーシック・インカムが可能であれば、

反対ではない。しかし、この提案は楽観的

に過ぎないだろうか。財源についてライシ

ュは「私が提案した市場ルールの変更によ

って、得られる利益を活用し」と言ってい

るだけで、どの部分から利益が出るのか、

どのくらいの規模の利益が出るのか、一切

言っていない。ベーシック・インカムはそ

の支給を政府が保証するものだろうから、

財源は税収になる。ライシュが主張する市

場ルールの変更は、企業や資本家の取り分

を縮小し、その分国民の取り分を多くする

ものだろう。そうすると、その実行は、企

業対消費者と企業対労働者という二つの軸

を通じて行われることになる。 

企業対消費者ということでいうとその効

果は、消費者物価が下がるということに表

れるのではないだろうか。医薬品の薬価が

下がる、保険料が下がる、医療費が安くな

る、トウモロコシの種が安くなる、ミッキ

ー・マウスの人形が安く買える、これらは

いずれも消費者にとって利益となるはずだ

が、税収の増加を約束するものではなかろ

う。企業対労働者という軸でみると、最低

賃金の引上げ等により、多尐は労働者有利

になるかもしれないが、グローバリゼーシ

ョンの影響、インターネットやオートメー

ションの発展による労働需要の減尐には国

内市場ルールの変更だけでは対処しきれな

いのではないか。企業の取り分が減ればそ

れだけ法人税収入は減尐する。もちろん法

人税強化により税収増を図ることはできよ

うが、それは現在の状況とは相反する。変

動法人税率は労働者にとって有利であった

り、CEO の報酬を減らすのには有効であっ

ても税収の増加にはつながらないのではな

いか。リバタリアンの多くがベーシック・

インカムに賛成と述べられているが、筆者

の理解ではリバタリアンは税金徴収には反

対である。彼らの多くが自発的意思により

ベーシック・インカムの財源を提供してく

れるのだろうか。 

筆者にとって、資本主義でも社会主義で

も国民の大多数が幸せになれば、政治形態

はいかようなものでも構わないが、ベーシ

ック・インカムの支給は、もはや資本主義、

自由主義と呼べるものではなく、一種の社

会主義ではなかろうか。 
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✐コラム4－希望の党の提案 

希望の党は最初の勢いから見ると竜頭蛇尾

に終わった感がある。ただし、注目されるの

は（実際には新聞等であまり話題にならなか

ったが）ベーシック・インカムと内部留保課

税を提案していることである。ベーシック・

インカムは、貧富にかかわらず成人一人一人

に定額の給付を行おうというものであるが、

問題は財源である。例えば、月あたり一人10

万円を一億人に給付しようとすれば 10 兆円

を要する。12か月で120兆円である。平成29

年度予算の税収は58兆円弱である。但し、ベ

ーシック・インカムの給付によって年金制度

による給付を全部代替しようとすると、平成

26年度で年金収入が約53兆円、給付が約50

兆円である。その他生活扶助等も代替するこ

とになると思われるが、仮に 120 兆円の給付

を行おうとすれば、税金と年金の収入を全部

支払いに充てても不足し、他の予算項目に充

てることができなくなるのではないだろう

か。一方企業の内部留保は 400 兆円あるとい

われている。仮に法人税並みの30％を内部留

保課税に適用すると 120 兆円という大きな財

源が出現する。阿部内閣は消費税 2％の増額

による収入の使い道を口実にして衆議院を解

散した。消費税 2％増で増える税収は（たっ

た）5 兆円／年である。内部留保課税は二重

課税であるということで、法制的には難しい

かもしれないが、まことに魅力的な財源であ

る。 

 

 

終わりに 
 

ライシュの最後の章、「新しいルール」で

は次のように書かれている。「私たちは生活

を大幅に向上させる発明やイノベーション

の波の先端にいる。そうした発明やイノベ

ーションが、数えきれないほどの雇用を奪

い、大多数の人々の賃金を引き下げること

になるが、私たちには利益を幅広く分かち

合えるような資本主義を再構築する能力が

ある。未来を楽観できる大きな理由に、私

たちは自分で制御できない[市場原理]の犠

牲になる必要がないということがあげられ

る。市場とは人間が作り上げたものであり、

人間が自ら策定したルールに基づいている。

ここで重要なのは、そうしたルールを誰が

どのような目的で作り上げているかという

ことだ。この30年間(『大不平等』等によ

ると転換点は1979年らしい。また、たまた

ま日本の金利低下も1979年である。）ルー

ルを作ってきたのは大企業やウォール街や

きわめて富裕な個人資産家らであり、彼ら

の目的は国全体の所得と富の大部分を自分

たちの手中に収めることだった。もし、彼

らが市場のルールに対して限りない影響を

及ぼし続け（れば）（中略）すべての資産、

すべての所得すべての政治的権力を手中に

するだろう。そのような結果はもはや、彼

らのためにも、それ以外の人のためになら

ない。なぜなら、そうした状況では経済も

社会も立ち行かないからだ」（286－287頁）。

中間層が消費する商品が減尐すれば結局そ

れは富裕層にも影響する。もし消費が減退

すれば、商品やサービスを提供する側の利

益が減りそれは結局資本の利潤率減尐につ

ながるからだ。仮に中間層がなくなり、富

裕層と貧困層だけになったとしたら、富裕

層の消費だけでは経済は成り立たないだろ

う。アメリカはミラノビッチによればジニ

係数40（100倍値）を超え、40以上では社

会が不安定な状況になるとされている。こ

れがアメリカの自浄能力により、改善され

るのか、ライシュは楽観的であり、ミラノ

ビッチは客観的に冷静に悲観的であり、水

野は根本的に悲観的であるようだ。いずれ

が正しいかは今後の歴史が決めることにな

る。 
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さて翻って、日本の状況を見ると、「翻っ

て日本ではどうか、子供の貧困の顕在化、

相対的貧困率の高まり、平均世帯所得の減

尐など、各種統計に格差の広がりが表れて

いるものの、ピケティ（注9）自身が認めてい

るように、富裕上位層への富の集中は近年

減尐傾向にあり、専門家の間では日本が例

外的なっている理由が議論されている」

（『最後の資本主義』訳者あとがき296頁）。

さらに、日本の良い点をアメリカと比べれ

ば、健康保険制度の国民皆保険は一応機能

しているし、学校教育予算が偏って配分さ

れるということは無いようだし、薬価は厚

生労働省によって規制されているし、CEO

の報酬がうなぎ上りに上昇していることも

なさそうである。またアメリカのように所

得の上下による階級社会でもないようであ

る（筆者のアメリカ滞在は1975年から1979

年で、中間階級が幸せだったころであるが、

それでも所得による階級社会であることを

痛感させられた）。しかしながら、企業が利

潤をあげているのに、勤労者の所得は上が

らず、若者が将来に展望を持てない状況は

続いている。金利は極めて低く、金融緩和

はその極に達しているが物価は上がらない。

長期金利は日本が世界で一番低いのではな

いだろうか。これが水野の言う資本主義の

終焉であるとすれば、それに代わるべき経

済制度はなんなのであろうか。ライシュは

市場のルールの立て直しにより、資本主義

は救えると考えているようだが、仮にそれ

が正しいとしても、それはアメリカのみに

当てはまるのだろうか。しかし前述したよ

うに、ベーシック・インカムでしかアメリ

カの中間層貧困層が救えないとしたら、そ

の実行は資本主義と呼べるのであろうか。

但し、『新・資本主義宣言』を見ても東洋的

精神論への回帰は語られるものの、現在の

資本主義に代わる具体的政治・経済システ

ムは姿を現してしていない。 

 

（注記） 

注 1 『大不平等』の原題は「Global 

Inequity」「グローバル不平等」である。

したがって原題には訳文のような価値判

断は含まれていない。 

注 2 ロールズの『正義論』の最大の特徴

は（契約の）原初状態（original position）

という考え方と考えられる。人々が集ま

ってどんな制度配置がよいかを議論選択

する。その時、自己利益を遮る無知のベ

ールの下で（原初状態）「その制度配置が

自分の利益になるのか、ならないかが全

く分からない状態」で選ぶ制度配置が正

義にかなったものと考える。 

ジョン・ロールズ『正義論』105－109頁。 

注 3 台頭の原語はrise ofと推定される。

台頭には地位が上がる、勢力が増す等の

意味があるがワーキング・プアの勢力が

増したわけではないのでここは「ワーキ

ング・プアの増大」であろう。 

注 4 ジニ係数 社会における所得分配の 

 

不平等を図る指数で、1936年イタリアの

統計学者コンラッド・ジニにより考案さ

れた。係数が0に近いほど所得の格差は

尐なく、1 に近いほど所得の格差は大き

い。またジニ係数は、所得再配分前（課

税前）と再配分後（課税後）があるが、

課税後を用いるほうがわかりやすく、ほ

とんどの場合課税後の数値が用いられて

いる。またジニ係数が0.4になるとその

国の社会が不安定で、0.6 になると暴動

が起きるといわれている。2014年のジニ

係数は、チリの 0.47、メキシコの 0.46

が高く、アメリカ、ロシア 0.4、イギリ

ス0.36、日本0.33、などとなっている（イ

ンターネット ジニ係数の定義とは？ジ

ニ係数の計算方法や使用例をわかりやす

く教えます。17年 11月 30日閲覧）。 

なお、『大不平等』では100倍した値が

用いられている。 

注 5 グローバリゼーションの時代におい
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ては、課税のみならず、その他のいろい

ろな面で各国の協調が必要であり、いわ

ばグローバルルールが望まれるが、現在

の支配的ルールは各国それぞれのもので

ある『グローバリゼーション・パラドッ

クス』参照）。 

注 6 グラス・スティーガル法 

1933年制定のグラス・スティーガル法

は商業銀行と投資銀行の業務分離を規定

した。1999年廃止された。 

注 7 アメリカでは高校までの教育財源は

固定資産税なので富裕地区は貧困地区よ

り潤沢な財源を持つ。 

注 8 ベーシック・インカムについては、

例えば『ベーシック・インカム入門』参

照。 

注 9 トマ・ピケティについては『2１世紀

の資本』が有名。 
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